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東アジアにおける商品と資本の移動	
―東アジア経済圏の戦前と戦後―
金　子　文　夫
はじめに
　本稿の課題は，東アジア経済圏内の貿易と資本移動について，戦前期
と戦後期を通して概観し，東アジアの資本主義史における経済圏の存在
意義および歴史的位置を考察することである1。ここで用いる東アジア経
済圏とは，21世紀初頭の東アジア諸国・地域間の経済ネットワークの実
体と制度的枠組みから抽出した概念であり，基本的には日本・韓国・（北
朝鮮）・中国（台湾・香港を含む）と東南アジアの ASEAN10カ国を範
囲としており，その経済史的源流，変遷をたどることを意図している。
その際，中心国（経済覇権国）と周辺地域との関係構造に特に注目して
いる。
　対象時期は，戦前期では1920～30年代，戦後期では1960～80年代を
取り上げ，相互比較を試みる。対象地域は戦前期では日本・台湾・朝鮮・
「満州」（中国東北，以下括弧を省略）を主とし，必要に応じて中国関内・
東南アジアを加える。また戦後期では日本・台湾・韓国・東南アジアを
主とし，必要に応じて米国・中国を加える。
　先行研究をみるならば，特定の時期と地域に限定して貿易と資本移動
の動向を検討した成果は豊富であるが，東アジア地域全体を見渡し，戦
前期と戦後期を通じて貿易と資本移動の関係に着目した総合的研究は不
1	 本稿は2013年 8 月24日，京都大学経済学部において開催された「東アジアの資本
主義史に関するシンポジウム―認識の長いスパンと広い視野―」（堀和生，原朗氏を
それぞれ代表とする二つの科研費プロジェクトの共催）で行った研究報告をもとに執
筆したものである。
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足しているように思われる。筆者は日本の対外経済関係の視点から時
期別考察を積み重ねてきたが2，それぞれの時期の事実関係整理にとどま
り，東アジア経済圏の構造分析には至っていない。山本有造氏の 3 部作
は，戦前期日本帝国の貿易と資本移動に関する精緻な分析であるが3，戦
後期には論及していない。これに対して松本俊郎氏の研究は，台湾，朝
鮮（韓国）経済の戦前期と戦後期を包括しているが4，国民経済計算によ
る推計を行ったものであり，貿易・資本移動を扱ったわけではない。ま
た堀和生氏の一連の研究は，戦前期東アジア地域の貿易構造分析として
は最も詳細であり，戦後期への視点も備えているが，資本移動の検討は
なされていない5。本稿は，これらの先行研究の到達点を踏まえ，戦前・
戦後の，日本・東アジアにおける，貿易・資本移動の全般的把握を試み
るものである6。
　その際，以下のような論点を想定している。第一に，東アジア経済圏
には，戦前・戦後に共通して，中心国・日本を軸とする貿易と資本移動
の緊密な連鎖が存在していたことである。図式化すれば，日本からの国
家資本輸出⇒インフラ整備⇒日本からの民間直接投資⇒日本からの工業
品輸出⇒工業化⇒工業品輸出入の拡大⇒経済成長，となる。第二に，戦
前は日本と朝鮮・台湾を構成要素とするミニ東アジア経済圏が基本型で
あったのに対して，戦後の場合，米国と東南アジアを加えた拡大東アジ
ア経済圏（別名，アジア太平洋経済圏）が成立したことである。背景には，
世界的な東西冷戦構造が存在しており，戦前の基盤を前提として，戦後
の経済圏形成が可能となった。第三に，冷戦終結を経て21世紀に入り，
米国・日本の国力低下，中国の台頭により，中国が日本に代わって東ア
2	 金子文夫	［1985］，［1987］，［1994］，［1995］，［2002］，［2010］，［2012］など。
3	 山本有造	［1992］，［2003］，[2011］。
4	 松本俊郎	［1989］。
5	 堀和生	［2008］，［2009］，［2010］など。
6	 本稿の問題意識は，近年注目されている「グローバルヒストリー」の研究動向にも
刺激を受けている（秋田茂編	［2013］参照）。
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ジア経済圏の中心国となりつつあることである。
　なお，本稿は紙幅の制約もあり，上述の課題，論点を全面的に検討す
るわけではなく，試論的に概括することにとどめざるをえない。構成と
しては，まず東アジア経済圏の時期区分を概説し，次いで戦前期，戦後
期の順に貿易と資本移動の考察を進め，最後に世界経済史における東ア
ジア経済圏の位置づけを行うこととする。
Ⅰ　東アジア経済圏の時期区分
　世界史のなかに東アジア史を位置づけてみると，前近代において中国
中心の国際秩序が長期にわたって継続してきた事実を指摘することがで
きる。周辺国から中国への朝貢，中国皇帝から周辺国国王への冊封がセ
ットとなった，いわゆる「朝貢冊封システム」は，中国王朝の対外政策
において繰り返し現れてくる儀礼的外交様式である。むろん，諸王朝の
対外政策の違い，同一王朝内での政策変動，中国と周辺国との関係の強
弱によって，このシステムが実体を欠くことになる場合も少なくなかっ
たとはいえ，秦・漢王朝から明・清朝に至るまで，ともかくも東アジア
の国際関係を特徴づけてきたことは否定できないであろう7。
　重要なことは，朝貢冊封システムは政治外交関係の側面とともに，経
済貿易関係の側面を備えていた点である。国家による管理貿易が実施さ
れ，これを補完（時には対抗）しつつ民間貿易が展開されていた8。前近
代における東アジア経済圏の成立といってよいであろう。
　こうした中国中心の東アジア国際秩序が大きく変容していくのが，19
～20世紀の200年である。そして21世紀に入り，再び中国中心の東アジ
7	 西嶋定生著・李成市編	［2000］，濱下武志	［1997］，なお，近年，中国中心の捉え方
に様々な批判が寄せられており（川島真	［2004］序論，参照），より立ち入った検討
が望まれるが，本稿の主題からそれるため，別の機会に譲りたい。
8	 政府ベースの朝貢貿易と民間ベースの「互市」制度とを切り離して捉える見方もあ
るが（岩井茂樹	［2009］，[2010］），ここでは，「互市」をも含み込んだ国際秩序と位
置づけておく。
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ア世界が形成されようとしている。そこでこの200年あまりの東アジア
経済圏を大きく時期区分するならば，およそ50年をひとまとまりとして
5 期に分けることができよう。
　第 1 期は19世紀前半，アヘン戦争（1840～42年）までである。欧米
勢力の中国接近が図られ，アヘン貿易を通じて王朝体制の弱体化が進む
が，朝貢冊封システムはなお存続していた時期である。
　第 2 期は19世紀後半，アヘン戦争から日清戦争（1894～95年）まで
である。アヘン戦争の結果，1842年に英清南京条約が締結され，東アジ
アにおける朝貢冊封システムから条約システムへの転換が始まる。条約
システムとは欧米先進国で創出された国際法体系が非欧米世界に適用さ
れ，条約に基づいて形成される国際秩序のことである9。アヘン戦争から
日清戦争まで，東アジアではいくつもの交渉，戦争，条約締結が行われ，
朝貢冊封システムは徐々に衰退していった。1856～60年の第二次アヘン
戦争と天津条約（1858年），北京条約（1860年），1884～85年の清仏戦
争と天津条約（1885年），1894～95年の日清戦争と下関条約（1895年）
などが主なもので，1879年の日本による琉球王国併合も含めて，中国は
朝貢国を相次いで喪失し，朝貢冊封システムは消滅していった。この間，
東アジア世界内の日本と朝鮮も，1854年日米和親条約，1871年日清修
好条規，1876年日朝修好条規，1881年朝米修好通商条約，朝清水陸貿
易章程などを締結するが，そのなかで日清修好条規を除けばすべて不平
等条約であった。
　このような国際関係の変化にともなって，欧米と東アジアとの貿易が
開始，拡大され，それとともに東アジア経済圏内部の貿易関係も，中国
中心から日本中心へと転換していく兆候を示すことになる。
　第 3 期は19世紀末から20世紀前半，日清戦争終結からアジア太平洋戦
争終結（1945年）までである。この時期は東アジアにおける帝国主義体
9	 条約システム，朝貢システムの概念規定，その二項対立的把握の限界を指摘する岡
本隆司	［2010］は傾聴に値するが，ここではとりあえず通説に従っておく。
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制の形成，拡大期であり，戦争と侵略を通じて日本を中心とする帝国経
済圏が構築された。まず，日清戦争の結果，台湾が日本の植民地となっ
た。1904～1905年の日露戦争によって日本は南樺太を領土とし，満州
の遼東半島（関東州）と鉄道付属地の利権を獲得，同時に朝鮮を保護国
（半植民地）に変えた。1910年には朝鮮は日本の完全な植民地となった。
さらに，第一次大戦期にドイツ領南洋群島と山東省ドイツ利権を攻略し，
戦後に前者は国際連盟の委任統治の形で植民地化し，後者はワシントン
体制のもとで中国に返還された。その後，1931年の満州事変による「満
州国」設立，華北分離工作，1937年の日中全面戦争突入を通じて，中国
の東北と沿海部を占領支配した。1941年のアジア太平洋戦争開戦以後，
日本は東南アジア全域を占領して「大東亜共栄圏」を形成するが，1945
年の敗戦によって海外領土をすべて失うことになった。
　こうした政治的・軍事的支配権の拡大とともに，日本を中心とする東
アジア経済圏は，台湾・朝鮮から満州・中国関内，さらに東南アジアへ
と拡大していった。この間中国は清朝末期の対欧米従属状態から，1911
年辛亥革命，1920年代国民革命を通じて次第に脱却し，日本に対抗する
経済圏の形成に向かうが，日中戦争のなかで発展は抑制されてしまう。
　第 4 期は20世紀後半，1945年のアジア太平洋戦争終結から1989年の
東西冷戦終焉までである。第二次大戦後，世界的な米ソ対立，冷戦構造
形成のなかで，東アジアでは中国，朝鮮，ベトナムが二つの国家に分裂
し，日本は米国の援助を得て急速に復興を遂げた。敗戦国にもかかわら
ず，日本は米国と連携し，戦後賠償・準賠償を通じて台湾，韓国，東南
アジアへと経済的影響力を強め，米国と日本を中心とするアジア太平洋
経済圏を形成し，東アジア経済圏の再建・拡大を実現していった。中国
は社会主義体制のもと，西側の経済封鎖を受けて対外的発展は制約され
ていたが，1970年代に米国の中国政策が大転換すると，文化大革命を終
結させ，改革開放路線を採用し，1980年代には東アジア経済圏への合流
を果たしていく。
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　東アジアの経済発展は，日本，NIES4（韓国，台湾，香港，シンガポ
ール），ASEAN4（タイ，マレーシア，インドネシア，フィリピン），中
国という 4 階層に分かれ，相互関係を強めていく。
　第 5 期は冷戦終結以降，21世紀前半にかけての時期である。この時期
は現在進行中であり，日本が長期不況のなかで中心国から後退し，代わ
って中国が新たな中心国となっていく移行期にあたる。2010年代に日中
関係は領土問題，歴史認識問題を焦点として険悪化する局面を迎えてい
るが，日本の対中経済依存度は高まっており，日中関係を安定化させな
ければ日本が被る不利益は大きくなると思われる。
　以上の 5 期区分のなかで，本稿が扱うのは第 3 期および第 4 期であっ
て，二つの時期の比較と関連性の究明を意図している。
Ⅱ　日本帝国主義下の東アジア経済圏
　20世紀前半の東アジア経済圏は，日本を中心として1910年代には台湾・
朝鮮，1930年代までには満州・中国関内，そして1940年代前半には東
南アジアを含む領域へと拡大した。以下，貿易，資本輸出，経済圏形成
の順に考察を進める。
1 　貿易の発展
（1）貿易規模の拡大
　ここでは，日本，朝鮮，台湾，満州，中国関内の地域別に，貿易規模，
伸び率，収支構造の比較を行う（表 1 ～ 4 ）。
　まず戦時経済に突入する直前の1938年を戦前期の到達点とみて，そ
の時点の貿易規模を比較する。大まかな目安として日本の輸出入規模を
100とすると，朝鮮は24，台湾は10，満州は30，中国関内は25となる10。
10	中国関内の貿易統計については，海関統計の範囲，内国貿易と外国貿易の区別，物
価変動の影響，換算レートなどの点で究明すべき課題は多い。ここではラフな推計に
とどめる。詳しくは，木越義則	［2012］参照。
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同様にして1914年を基準にして比較すると，日本100に対して，朝鮮 8 ，
台湾 8 ，中国（満州，関内）50である。一貫して日本の貿易規模が最大
であるが，各地域の比率には変動がみられる。
　そこで次に1914年から1938年にかけての伸び率を比較すると，朝鮮
の貿易規模増加が顕著であって，日本，台湾，中国はほぼ同じであった
といえる。全体として，東アジアの貿易規模拡大は世界史的にみて目立
っており11，そのなかでも朝鮮が傑出していたといえる。
　視点を変え，輸出入の差額である貿易収支の変動をみると，日本はほ
ぼ入超基調であって，1910年代末に若干の出超，1930年代後半に入超
11	堀和生	［2009］142～143頁。
表 1 　戦前日本の輸出入の地域別構成
（単位：百万円，％）
総　額 朝鮮台湾 満　州 中国関内 小　計 東南アジア 北　米 欧　州
【輸出】
1914 769 11.6 5.9 26.8 44.3 3.4 30.2 13.8
1918 1,374 9.0 7.5 17.5 34.0 7.1 25.8 13.8
1922 1,017 12.4 6.6 18.6 37.6 5.0 39.9 8.0
1926 1,407 14.7 7.0 17.0 38.7 6.7 37.0 5.4
1930 1,701 20.6 6.6 15.2 42.4 7.2 28.3 6.8
1934 2,724 21.3 14.7 5.4 41.4 10.5 14.8 8.3
1938 3,229 30.0 22.2 8.5 60.7 5.3 11.5 6.8
【輸入】
1914 1,089 11.5 6.8 6.6 24.9 7.8 14.5 23.6
1918 1,367 12.5 6.9 13.2 32.6 8.2 33.2 4.3
1922 2,173 15.3 6.7 7.5 29.5 6.6 27.5 18.5
1926 2,625 19.3 6.6 7.0 32.9 6.8 25.3 14.1
1930 2,459 23.8 8.2 5.8 37.8 6.5 24.1 13.8
1934 3,142 24.0 6.4 4.0 34.4 5.5 27.4 9.8
1938 3,426 30.2 10.5 4.3 45.0 6.9 26.4 9.9
出所：堀和生［2009］155-156頁。
注 1 ）総額は1935年不変価格。
　 2 ）中国関内の1930年以前は香港を含む。
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幅の縮小がみられた。朝鮮は収支均衡に近い状態で推移し，1930年代後
半に入超幅が拡大した。満州の1930年代は入超幅の拡大がさらに顕著で
あった。それに対して台湾は1910年代後半以降，一貫して出超であった。
このような差異は，日本を中心とする東アジア経済圏における各地域の
位置づけの違いを反映しており，1930年代にそれが強く現れたと考えら
れる。その点を確認するためには，貿易相手地域の変動をみておかなけ
表 2 　戦前朝鮮・台湾の輸出入の地域別構成
（単位：千円，％）
朝　鮮 台　湾
総　額 日　本 満　州 中国関内 総　額 日　本 満　州 中国関内
【輸出】
1914 52,643 83.1 9.1 2.7 69,385 77.9 0.0 5.9
1918 137,470 89.0 7.3 2.7 133,908 76.0 0.7 10.5
1922 189,826 91.9 4.8 2.1 151,670 80.6 0.4 6.5
1926 297,229 93.2 4.8 1.5 230,424 80.4 0.5 11.8
1930 321,295 90.3 5.6 2.0 276,295 90.6 0.3 4.2
1934 551,026 87.6 10.0 0.5 317,574 91.3 1.1 2.7
1938 758,235 80.8 14.8 2.5 384,121 92.0 4.2 1.7
1941 553,514 81.0 12.7 4.1 293,641 76.9 8.6 13.6
【輸入】
1914 97,193 61.8 6.9 9.1 83,149 75.4 0.3 13.8
1918 117,592 74.1 9.8 7.6 82,377 67.8 2.1 15.3
1922 199,808 62.6 20.7 7.8 111,623 69.0 2.6 15.3
1926 278,180 66.7 25.4 3.5 160,211 66.2 1.1 14.8
1930 370,666 75.8 15.9 2.6 199,536 73.2 0.5 13.5
1934 537,389 84.7 11.7 1.8 243,993 82.3 8.4 3.1
1938 805,760 87.3 7.2 1.3 292,373 89.4 7.0 0.5
1941 782,553 89.6 5.3 2.8 229,202 87.6 5.7 2.9
出所：堀和生［2009］51，82-83頁。
注 1 ）総額は1935年不変価格。
　 2 ）朝鮮の日本には台湾，台湾の日本には朝鮮を含む。
　 3 ）満州には関東州を含む。
　 4 ）朝鮮の中国（満州・関内）との輸出入について，堀51頁の表 2 - 4 と表 2 - 5 の
数値が合わないが，ここでは表 2 - 5 の数値により算出した。
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表 3 　満州の輸出入の地域別構成
（単位：国幣百万圓，％）
総　額 日　本 中国関内 北　米 欧　州
【輸出】
1932 618 38.2 29.6 1.0 16.6
1934 448 48.9 14.6 1.6 19.9
1936 603 47.4 21.3 2.9 16.8
1938 724 57.4 16.8 1.8 10.2
1940 685 68.8 23.3 3.1 4.6
1942 751 78.6 21.1 － 0.0
【輸入】
1932 338 58.4 18.1 6.0 5.2
1934 594 68.8 9.7 6.0 4.5
1936 692 77.3 6.9 3.5 4.0
1938 1,274 77.9 5.5 7.4 5.5
1940 1,775 87.4 3.9 4.1 2.3
1942 1,397 85.5 12.0 0.3 1.2
出所：堀和生［2009］121頁。
注 1 ）日本には朝鮮，台湾を含む。
　 2 ）総額は当年度価格。
ればならない。
（2）貿易相手地域の変動
　日本の輸出先としては，1920年代までは北米と中国関内が重要であっ
たが，1930年代には両者の比率は低下し，代わって朝鮮，台湾，満州の
ウエイトが上昇している。輸入先では，北米，欧州の割合が高く，1930
年代に朝鮮，台湾の比率が上がったとしても，北米の重要性に変わりは
なかった。輸出入合わせて，全体として東アジア経済圏への依存度が上
がるなかで，輸入の北米依存度が高いままであったことが特徴的である。
　朝鮮の輸出では日本の割合が一貫して高く，1930年代に満州が比率
を上げている。他方，輸入では日本に次いで満州の比率が高かったが，
1930年代に日本のさらなる上昇，満州の後退という変動をみせた。いず
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れにせよ，東アジア経済圏内での貿易が大半を占めていた。台湾の場合，
輸出入ともに日本に次いで中国関内の割合が高かったが，1930年代には
低下し，日本の比率が一段と上昇した。対日依存度で輸出が輸入より高
いこと，1930年代末にそれが逆転することは朝鮮と同じといえる。
　満州（1930年代）をみると，輸出では日本に次いで中国関内が20％前
後の割合を占めた半面，輸入では日本への依存度が極めて高くなってい
ったことが注目される。中国関内の場合，日本の比率はそれほど高くな
く，香港，米国，英国などに分散する傾向が認められる。ただし，中国
関内をさらに地域区分すると，華北の対日（朝鮮，台湾を含む）比率は
表 4 　戦前中国の輸出入の地域別構成
（単位：百万海関両，百万元，％）
総　額 日　本 香　港 米　国 英　国
【輸出】
1914 356 19.6 26.5 11.3 6.3
1918 486 36.5 24.1 15.9 5.2
1922 655 26.5 26.0 14.9 5.9
1926 864 29.9 10.9 17.4 6.5
1930 895 29.1 17.7 14.7 7.0
1936 707 16.5 4.5 26.4 9.2
1938 764 16.2 31.9 11.4 7.4
【輸入】
1914 569 22.5 28.8 7.1 18.0
1918 555 43.2 28.1 10.2 8.6
1922 945 24.7 24.6 17.3 14.9
1926 1,124 30.5 10.9 16.4 10.2
1930 1,310 25.7 16.4 17.5 8.2
1936 945 16.9 1.0 19.7 11.7
1938 894 24.2 2.5 16.9 7.9
出所：1930年以前は，満鉄調査部編［1941］27-29，37-42頁。
　　　1936年以降は，東亜研究所編［1942a］119-447頁。
注 1 ）1930年以前は百万海関両，1936年以降は百万元。
　 2 ）1930年以前は満州を含み，1936年以降は関内のみ。
　 3 ）日本には朝鮮，台湾を含む。
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30～40％，華中は10～20％，華南は10％以下であって，北に行くほど
日本との関係が強くなることがわかる12。
　対日依存度を比べてみると，朝鮮，台湾が最も高く，満州がそれに次ぎ，
中国関内は相対的に低い（そのなかで華北，華中，華南の順）というこ
とになる。
　なお，東南アジアの1936年のデータをみると（表 5 ），各地域とも宗
主国の比率が高いことがうかがわれる。特に，フィリピンと米国，仏印
とフランスとの関係はきわめて強い。それに対して，マレーは輸出で米
国，輸入で仏印が多く，英国の比率は低かった。蘭印では，輸出こそオ
ランダがトップだが，輸入では日本が最大となっていた。また独立国の
タイでは，蘭印同様に輸入面で日本がトップにあった。総じて，軍事占
領以前の日本貿易に占める東南アジアの比率は10％以下であった半面，
東南アジア貿易に占める日本の比率は20％を越える地域も現れており，
東アジア経済圏の外延的拡大の兆候を示していた。
12	堀和生	［2009］250頁，木越義則	［2010］59頁。
表 5 　戦前東南アジアの主要貿易相手国の構成（1936年）
（単位：％）
第 1 位国 第 2 位国 第 3 位国 日本
仏　印
輸出 フランス	 55.2 香港	 8.5 シンガポール	 6.4 4.6
輸入 フランス	 53.4 中国	 9.3 香港	 7.3 3.6
タ　イ
輸出 シンガポール	 30.4 ペナン	 22.5 香港	 17.0 2.0
輸入 日本	 25.6 シンガポール	 14.1 英国	 11.6 25.6
マレー
輸出 米国	 46.4 英国	 8.8 日本	 7.6 7.6
輸入 仏印	 31.7 タイ	 15.5 英国	 15.1 6.4
フィリピン
輸出 米国	 80.4 日本	 5.7 英国	 2.8 5.7
輸入 米国	 60.8 日本	 13.1 ドイツ	 3.4 13.1
蘭　印
輸出 オランダ	 23.6 米国	 17.7 シンガポール	 12.1 5.6
輸入 日本	 26.7 オランダ	 16.7 シンガポール	 10.1 26.7
出所：日本貿易研究所編［1943］。
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（3）貿易品目の動向
　戦前期東アジア経済圏の貿易品目について，日本を軸にして大まかな
推移をうかがってみよう。表 6 によれば，日本から台湾，朝鮮，満州，
表 6 　戦前日本の東アジアとの主要輸出入品
（単位：％）
1914 1928 1939
【輸出品】
綿織物・絹織物 12.9 綿織物・絹織物 11.4 機械類 11.2
台　湾 乾魚・塩魚 7.2 鉄類 6.6 肥料 10.4
肥料 4.6 乾魚・塩魚 4.2 織物類 9.7
綿織物 19.4 綿織物 14.5 織物類 15.1
朝　鮮 綿糸 5.3 鉄類 5.1 機械類 12.9
砂糖 3.7 絹織物 4.5 木材 3.2
綿織物 33.8 綿織物 33.6 機械類 21.3
満　州 綿糸 15.7 小麦粉 5.8 織物類 14.2
木材 3.1 機械類 2.9 金属製品 8.0
綿糸 42.1 綿織物 35.4 機械類 15.8
中国関内 綿織物 11.2 綿糸 10.7 紙類 7.8
砂糖 7.8 砂糖 7.5 織物類 6.3
【輸入品】
砂糖 60.5 砂糖 56.6 砂糖 45.2
台　湾 米 15.1 米 24.8 米 25.0
銅 4.5 バナナ 4.0 鉱・金属 7.4
米 49.9 米 54.9 米 40.5
朝　鮮 豆類 14.5 大豆 7.0 鉱・金属 12.3
繰綿 3.8 生糸 4.9 肥料 7.2
豆粕 56.4 豆粕 34.3 大豆 21.0
満　州 大豆 21.2 大豆 23.4 豆粕 20.3
石炭 6.8 石炭 11.2 鉱・金属 12.6
実綿・繰綿 26.8 実綿・繰綿 25.8 石炭 22.5
中国関内 油粕 8.1 麩・糠 6.7 繰綿 21.7
石炭 6.7 鳥卵 6.5 鉱・金属 8.3
出所：金子文夫	［1985］373頁，［1987］353頁，［1994］426-27頁。
注 1 ）数字は日本と当該地域との輸出・輸入総額に対する構成比。
			 2 ）中国関内の1928年は1925年のデータ。
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中国関内への輸出品は，1910～20年代には綿織物，綿糸を中心とする軽
工業品であったが，1930年代には機械類を中心とする重化学工業品にシ
フトする傾向が認められる。これは日本の産業構造，貿易構造の変化（重
化学工業化）の反映と考えられるが，競争条件で優位にある東アジア経
済圏で重化学工業品輸出が先行していたと推測される。
　表 7 によれば，1935年時点の輸出全体では重化学工業品よりも軽工業
品が多くを占めている一方，東アジア経済圏では朝鮮を除き重化学工業
品が軽工業品を上回っていた。また，軽工業品輸出全体に占める東アジ
ア経済圏の比率は25.7％，綿糸綿織物では23.2％にとどまる一方，重化
学工業品輸出全体に占める東アジア経済圏の比率は，朝鮮・満州を中心
に70.4％，機械機器でも同じく70.4％に達していた。
　他方，日本の東アジア経済圏からの輸入については，台湾の砂糖，朝
鮮の米，満州の大豆，中国関内の綿花といった農産物が，1930年代に至
っても主要な地位を維持していた。日本と東アジア経済圏との間では，
農工分業を維持しつつ，工業品輸出の内容が軽工業品から重化学工業品
にシフトしていったわけであるが，それは東アジア経済圏内部に軽工業
表 ７ 　日本の工業品輸出の地域別構成（1935年）
（単位：百万円，％）
軽工業品 （綿糸綿織物）重化学工業品 （機械機器） 総　計
朝　鮮
244 43.6 49 8.8 185 33.1 68 12.2 559 100
［12.1］ ［8.2］ ［26.9］ ［23.4］ ［17.1］
台　湾
69 31.9 21 9.7 80 37.0 24 11.1 216 100
［3.4］ ［3.5］ ［11.6］ ［8.3］ ［6.6］
満　州
157 36.9 57 13.4 164 38.6 84 19.8 425 100
［7.8］ ［9.5］ ［23.8］ ［29.0］ ［13.0］
中国関内
48 32.0 12 8.0 56 37.3 28 18.7 150 100
［2.4］ ［2.0］ ［8.1］ ［9.7］ ［4.6］
総　計
2,009 61.3 600 18.3 688 21.0 290 8.9 3,276 100
［100］ ［100］ ［100］ ［100］ ［100］
出所：山本有造［1992］128-29頁。
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が一定の発展を遂げたことを意味していた。表 8 によれば，台湾，朝鮮，
満州において，工業品輸入の増加，工業品輸入比率の60％前後での継続
の一方，工業品輸出の増加，工業品輸出比率の増加をうかがうことがで
きる。
　1930年代の日本・東アジア経済圏における貿易規模の拡大は，日本か
らの資本財輸出の増大，東アジア軽工業の進展に支えられていたとみる
ことができる。こうした東アジア工業化の展開には，日本からの資本輸
出が大きな意味をもっていた。そこで次に資本輸出の動向をみることに
しよう。
表 8 　戦前日本・台湾・朝鮮・満州における工業品輸出入の推移
（単位：百万円，％）
日　本 台　湾 朝　鮮 満　州 日　本 台　湾 朝　鮮 満　州
工業品輸出額 工業品輸出比率
1910 240 7 1 49.0 11.9 4.5
1915 449 15 3 57.7 19.6 5.5
1920 1,392 26 17 64.5 12.2 8.6
1925 1,295 26 21 50.4 9.9 6.0
1930 1,048 17 33 42 57.7 7.1 12.3 7.0
1935 2,221 31 99 36 69.4 8.9 18.0 9.2
1940 3,640 91 338 109 68.5 16.1 35.7 18.5
工業品輸入額 工業品輸入比率
1910 173 30 27 33.1 60.5 67.3
1915 135 28 37 21.2 52.6 62.7
1920 835 89 115 31.0 51.5 48.1
1925 659 92 172 21.1 49.1 50.6
1930 473 100 216 197 23.4 59.4 58.7 58.3
1935 689 161 412 403 20.9 61.3 62.5 66.7
1940 1,303 280 996 1,264 27.7 58.1 64.8 72.4
出所：堀和生	［2009］386-99頁。
注 1 ）工業品は SITC の 5 ．化学工業製品， 6 ．製品（原料別）， 7 ．機械類， 8 ．雑製
品の合計とした。
　 2 ）比率は輸出入総額に対する百分比。
　 3 ）金額は当年度価格。
　 4 ）満州の1935年は1932年のデータ。
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2 　資本輸出の進展
（1）資本輸出の規模拡大
　戦前期東アジア経済圏における資本輸出は，日本から周辺地域への流
れが基調であった。日本からみると，資本輸出の大半は東アジア向けで
あり，戦後に盛んになる北米，欧州向けはわずかしかなかった。表 9 は
東アジア向け投資（ストックベース）の地域別構成を示す。いずれの年
次においても，満州が最多，朝鮮がこれに続き，以下，中国関内，台湾
の順であった。その他の地域では，1924年時点で4.3億円（全体の 1 割
程度）が東南アジア，欧米に投下されていたとする推計がある13。
　時系列でみると，1930年代から40年代にかけての増加が顕著であり，
戦時インフレの影響を考慮するとしても資本輸出急増の事実を確認でき
る。
　東アジア地域の資本輸入の観点からみると，植民地であった台湾，朝
鮮では，資本輸入の圧倒的部分は日本からであった。それに対して満州，
中国関内では，列強が競合する時期もあった。満州では，満州事変以前，
北部はロシア（ソ連），南部は日本が優勢であり，「満州国」期になって
ソ連側の資産を日本側が買収して日本が独占的地位を築いた。中国関内
では，満州事変前は英国が過半を占め，日本は 4 分の 1 程度の占有率で
13	金子文夫	［1985］355頁。
表 9 　戦前日本の対東アジア投資の地域別構成
（単位：百万円，％）
1926 1936 1945
台　湾 519 12.3 707 8.8 2,658 7.4
朝　鮮 1,127 26.7 2,409 30.0 12,427 34.6
満　州 1,402 33.3 2,919 36.4 13,545 37.7
中国関内 1,166 27.7 1,994 24.8 7,333 20.4
合　計 4,214 100.0 8,029 100.0 35,963 100.0
出所：金子文夫［1987］337頁，［1995］183頁。
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あったが，日中戦争期に日本からの投資が急増し，日本優位の形勢とな
った。東亜研究所の調査によれば，1936年に10億円であった事業投資額
は，1938年には17億円へと増加した14。
（2）国家主導・国家資本優位の資本輸出
　戦前日本の東アジアへの資本輸出には，国家主導，国家資本優位とい
う特徴が備わっていた。民間資本も植民地，租借地（租界），鉄道付属
地等の国家的保護のある地域に集中する傾向があり，また為替リスク回
避の意味では円系通貨圏への投資が選好されたと考えられる。
　台湾，朝鮮における長期資本輸入の推移（フローベース）は表10のご
とくである。台湾，朝鮮いずれの場合も，総督府移転収入，国債，国庫
資金，預金部資金が大きな割合を占めており，とりわけ統治の初期段階
ではその傾向が顕著であった。
　また，台湾と朝鮮の資本輸入規模を比較すると，1930年代に台湾では
資本純輸入が減少したのに対して，朝鮮では激増しており，対照的な動
きを示していた。後述する朝鮮工業化の影響と推測される。
　1930年代から40年代前半に至る日本から満州への資本輸出（フローベ
ース）は表11のようにまとめられる。満州事変以前は満鉄ルートが大半
を占めていたが15，「満州国」期には多様な経路を通じて投資がなされる
ことになった16。とはいえ，満鉄，「満州国」政府，満州重工業開発など，
国家資本系が主軸となる特徴に変わりはなかった。
　1920年代から30年代に至る日本から中国関内への資本輸出（ストック
ベース）は表12のような内容であった。日中戦争期以前は，政府ベース
の借款と民間ベースの直接事業投資（特に綿工業＝「在華紡」）に二分
され，国家主導の直接投資の色彩は強くなかった。ところが，日中戦争
14	東亜研究所	［1944］ 4 頁。
15	金子文夫	［1991］354頁。
16	金子文夫	［1994］411～414頁。
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期に入ると，占領地の総合的開発投資を担当する国策会社として，1938
年に北支那開発会社，中支那振興会社が設立され，国家資本が中心とな
る資本輸出ルートが主流となり，投資規模は大きく拡大していった17。
17	金子文夫	［1994］414～417頁。
表10　戦前台湾・朝鮮における長期資本輸入
（単位：百万円）
総督府
移転収入
長期資本受取純額
総　計
国　債 社　債 株　式 事業投資 小　計
台　湾
1900-1909 29 33 … 22 … 54 83
1910-1919 41 1 9 101 35 145 186
1920-1929 － 80 74 68 155 389 389
1930-1939 -79 15 -19 62 32 86 7
合　計 -8 130 64 253 223 673 664
朝鮮Ａ
1910-1919 180 110 18 49 34 211 390
1920-1929 340 209 205 83 127 624 964
1930-1939 199 433 291 690 268 1,681 1,880
合　計 719 752 513 823 429 2,516 3,234
朝鮮Ｂ
国庫資金
預金部
資金
特殊金融
機関経由
一般会社
資金 本店出資 支店投資 借入金
1910-1920 282 9 113 173 146 17 11
1921-1931 370 231 434 204 60 24 91
1932-1937 212 -8 234 531 148 88 274
1938-1941 635 -44 311 209 102 45 57
1942-1944 1,285 -521 143 3,336 1,204 665 1,234
合　計 2,784 -333 1,235 4,453 1,660 839 1,667
出所：台湾，朝鮮Ａは山本有造	［1992］165頁，朝鮮Ｂは金洛年	［2002］65頁。
注 1 ）台湾の長期資本受取純額の小計には，貸付金を含む。
  2 ）朝鮮Ｂの一般会社資金の時期区分は，1910-21，1922-31，1932-38，1940，	
1941-44年であり，他の項目とズレがある。
  3 ）朝鮮Ｂの一般会社資金には一般会社債を含む。
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（3）資本輸出の影響
　以上のような日本の資本輸出が東アジア経済圏各地にどのような影響
を与えたかを簡単にまとめておこう（表10～表15）。
　第一に，国家資本を中心にしてインフラ整備が進められた。植民地下
の台湾，朝鮮では，総督府による鉄道，道路，港湾，発電所などの建設は，
その後の工業化，経済発展の基盤を構築した。満州における満鉄を通じ
表11　戦前日本の対満州資本輸出の経路別構成
（単位：百万円，％）
満　州
国政府
満　鉄
満　州
重工業
満　州
興　銀
満　州
電　業
満　州
拓　殖
その他 合　計
1932-1935
135 588 0 0 10 0 159 892
15.1 65.9 － － 1.1 － 17.8 100
1936-1940
540 1,233 300 145 153 167 1,006 3,541
15.2 34.8 8.5 4.1 4.3 4.7 28.4 100
1941-1944
385 1,442 364 114 253 346 1,732 4,634
8.3 31.1 7.9 2.5 5.5 7.5 37.4 100
合　計
1,060 3,263 664 257 415 513 2,897 9,069
11.7 36 7.3 2.8 4.6 5.7 31.9 100
出所：安冨歩	［1997］図表篇，14頁。
表12　戦前日本の対中国関内資本輸出の部門別構成
（単位：百万円）
1926 1930 1936
直接投資 559 651 993
　鉱　業 12 12 17
　工　業 197 233 469
　（綿紡績） … 183 382
　運輸・不動産 12 20 122
　金融業 89 65 201
　商　業 237 248 157
借　款 606 795 1,001
合　計 1,166 1,446 1,994
出所：金子文夫	［1987］347頁。
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たインフラ建設も同様の意味をもっていた。
　第二に，1930年代から40年代にかけて，鉱工業部門に投資が集中し，
工業化，さらには重化学工業化が進展した。表13によれば，各地域の民
間企業資産において，工業および鉱業が大きな割合を占めていることが
明らかである。表14によれば，朝鮮では会社数で工業，商業他，払込資
本金で工業，電気・ガスの伸びが目立っており，工業化の趨勢を表して
いる。また表15によれば，満州でも鉱工業部門の会社数，払込資本金の
増加が顕著であったといえる。
　第三に，日本資本の影響を受けつつ，民族資本の一定の成長がみられ
た。日本からの資本輸出は東アジア各地の工業化を促し，そのなかで軽
工業（農産物加工業，繊維工業）を中心にして民族資本が発展していった。
日本を軸にして東アジア経済圏内の分業関係が進展し，全体として資本
表13　戦前日本の在東アジア資産の地域別・産業別構成
（単位：百万円，％）
政　府
資　産
民間企業
資　産 農　林 鉱　業 工　業 公　益 交　通 金　融 商業他
台　湾 8,890 25,884 2,149 1,467 14,531 4,766 409 88 3,077
100.0 8.3 5.7 56.1 18.4 1.6 0.3 11.9
朝　鮮 19,265 51,524 4,696 8,847 26,743 10,585 2,612 696 1,715
100.0 9.1 17.2 51.9 20.5 5.1 1.4 3.3
満　州 2,761 128,431 4,149 24,103 35,758 5,466 42,545 2,914 17,570
100.0 3.2 18.8 27.8 4.3 33.1 2.3 13.7
華　北 － 55,326 2,618 4,944 19,623 3,937 15,687 166 8,630
100.0 4.7 8.9 35.5 7.1 28.4 0.3 15.6
華中・
	 華南
117 32,743 335 2,448 11,663 540 9,158 875 8,376
100.0 1.0 7.5 35.6 1.6 28.0 2.7 25.6
出所：金子文夫	［1994］430頁，（大蔵省財政史室編	［1984］563-65頁）。
注 1 ）敗戦時における在外資産の推計（1948年 1 月調査）。
　 2 ）民間企業資産の合計と産業別内訳に若干の不突合がある。
　 3 ）調査した民間企業数は，華北1524社，華中・華南3100社に対して，台湾175社，
朝鮮432社，満州110社。
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主義的な経済発展が進行したと考えられる18。世界史的にみて目だって
いた貿易規模の急拡大はこうした事態の現れであり，また工業化の裾野
の整備は戦後東アジアの経済発展を準備する意味をもっていた。
3 　帝国経済圏の形成
　戦前期の東アジア経済圏は，日本の帝国経済圏として編成され，拡大
していった。その特徴を以下にまとめておこう。
（1）制度的指標
　日本を軸とする戦前東アジア経済圏は，侵略，戦争，不平等条約等，
総じて帝国圏の拡大という形で形成されていった。したがって，経済
圏形成の制度的指標は，まずは1895年下関条約，1905年日韓保護条
約，1910年韓国併合条約，1931年満州事変，1937年日中全面戦争開始，
1941年アジア太平洋戦争開始等の政治的・軍事的画期によって示され
18	堀和生	［2009］228～231頁。
表14　朝鮮の会社の産業別構成
（単位：社，百万円，％）
1926年 1936年 1944年
会社数
払　込
資本金
構成比 会社数
払　込
資本金
構成比 会社数
払　込
資本金
構成比
農林水産業 76 14 7.3 311 81 12.3 484 147 4.9
鉱　業 10 6 3.2 106 82 12.3 284 436 14.4
工　業 250 32 16.5 1,127 140 21.0 2,326 874 28.8
電気・ガス 46 19 9.8 32 74 11.2 18 868 28.7
運輸・倉庫 95 32 16.6 489 61 9.3 416 245 8.1
銀行・金融 71 51 26.4 210 87 13.1 200 148 4.9
商業他 542 39 20.2 2,684 139 20.9 3,352 313 10.3
合　計 1,090 192 100.0 4,959 664 100.0 7,080 3,030 100.0
出所：金子	［1987］345頁，金子	［1994］423頁。
　　　1926年は朝鮮総督府	［1928］，1936年は全国経済調査機関連合会朝鮮支部編	
［1939］，1944年は朝鮮銀行	［1948］による。
注　：1926年は日系企業，1936，1944年は全企業。
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る19。
　そのうえで，第二次的な制度的指標として，通貨金融面における円経
済圏の拡大をあげることができる20。1897年の台湾銀行設立（台湾銀行
券発行），1909年の韓国銀行設立（韓国銀行券発行，1911年朝鮮銀行，
朝鮮銀行券に改称），1932年の満州中央銀行設立（満州中央銀行券発行），
1938年の中国連合準備銀行設立（連合準備銀行券発行），1941年の中央
儲備銀行設立（儲備券発行），1942年の南方開発金庫設立（1943年南方
開発金庫券発行）等が重要な指標となる。こうした制度的基盤のうえに，
鉄道・港湾等の交通インフラの整備，航路網の開設，海運・商業・金融
ネットワークの形成がなされ，経済圏としての実体が築かれていった。
19	「大東亜共栄圏」の「円環的に拡大した」構造については，山本有造	［2011］第 1
章参照。
20	島崎久彌	［1989］参照。
表15　 満州の会社の産業別構成
（単位：社，百万円，％）
1921年 1942年
会社数
払　込
資本金
構成比 会社数
払　込
資本金
構成比
鉱　業 13 4 0.7 178 1,098 17.0
工　業 217 53 9.4 1,650 1,790 27.7
　食料品 52 15 2.7 371 134 2.1
　紡　織 11 8 1.4 126 142 2.2
　化　学 28 10 1.8 325 530 8.2
　金　属 12 1 0.2 143 503 7.8
　機　械 10 2 0.4 345 445 6.9
電気・ガス 9 1 0.2 6 285 4.4
交通・運輸 54 388 69.2 224 1,241 19.2
銀行・金融 65 42 7.5 147 131 2.0
商　業 203 27 4.8 2,585 561 8.7
合　計 713 561 100.0 6,522 6,472 100.0
出所：鈴木邦夫編	［2007］68-69頁。
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（2）経済圏としての統合度
　日本からみた東アジア経済圏の比率は，資本輸出では90％以上，貿易
では30～40％程度であった。むろんアジア太平洋戦争中は外国貿易が途
絶状態となったため，経済圏内の貿易シェアは100％近くに高まること
になる21。
　東アジアからみた日本の比率はどうか。台湾・朝鮮は，資本輸入では
ほぼ100％，貿易では60％から90％へと高まる傾向にあった。満州は，
資本輸入で50％からほぼ100％へ上昇，貿易で30％から80％へと高まっ
た。
　こうした統合度の高い地域に比べると，中国関内，東南アジアの日本
比率はそれほど高くなかった。その意味では，戦前期東アジア経済圏は
二層構造であったといえる。中国関内は，資本輸入では1930年代に25％
から50％以上へ上昇したものの，貿易は1930年代に規模が縮小し，日本
の比率は10～20％程度にとどまった。東南アジアの貿易における日本の
シェアは，1930年代の輸入面でタイ，蘭印，フィリピンの15～25％が
目立つ程度であった。1940年代前半の「大東亜共栄圏」期に，日本の比
率は大きく上昇する半面，貿易規模は顕著に縮小していった22。戦時期
東南アジアの対日貿易収支は輸出超過に傾き，日本から物資を収奪され
る構図を浮き彫りにしていった。
　なお，中心国日本と周辺地域との関係を基本とする戦前期東アジア経
済圏においても，周辺地域相互の緊密な関係が築かれる部分も存在した。
たとえば，1920年代における満州から朝鮮への輸出経路が，穀物（粟）
を主として発展し，1930年代においては朝鮮から満州への綿織物輸出が
目立つなど，中心―周辺関係を補完する結びつきが散見された。
21	山本有造	［2011］第 5 章。
22	山本有造	［2011］111～120頁。
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（3）貿易と資本輸出の関係
　日本と東アジア地域との間には，貿易と資本輸出との相互関連的拡大
が検出できる。図式的にいえば，日本からの国家資本輸出⇒工業品輸出
⇒インフラ整備⇒農工間分業による貿易拡大⇒民間資本輸出⇒重化学工
業品輸出⇒東アジア工業化，といった経路である。
　各地域における工業品輸出入規模の拡大（表 8 ）は，こうした工業化
と貿易との関係を示している。日本の重化学工業品輸出における東アジ
アの重要性は表 7 に示されている。
　また，対日貿易収支の赤字拡大と日本からの資本輸入増大との相関関
係は，1930年代の満州，朝鮮に典型的に現れていた。たとえば，満州
の場合，1932～36年の対日資本輸入10億円に対して対日貿易赤字は 9
億円，1937～41年の資本輸入44億円に対して貿易赤字は44億円であっ
た23。朝鮮の場合，1930～39年の資本輸入19億円に対して貿易赤字は12
億円に上っていた24。
　このような日本帝国の経済圏として構築された戦前期東アジア経済圏
は，日本の敗戦によって一旦は解体状態となったが，やがて戦後冷戦構
造の形成とともに，日米連携のアジア太平洋経済圏に含まれる形で再構
築されていくのである。
Ⅲ　冷戦構造下の東アジア経済圏
　戦後の東アジア経済圏は，米国の軍事・経済覇権のもと，米日連携の
資本輸出⇒工業化⇒工業品貿易拡大⇒経済成長という構図で発展してい
った。以下，貿易，資本輸出，経済圏形成の順に検討していこう。
23	山本有造	［1992］144頁。
24	表10および堀和生	［2009］390～393頁。
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1 　貿易の増大と多様化
（1）貿易規模の拡大
　表16により，戦後東アジア経済圏における貿易規模拡大の動向を確認
してみよう。まず，各国・地域の輸出入規模は，1960年時点では，①85
億ドルの日本，②20～40億ドルの中国，シンガポール，マレーシア，香港，
③15億ドル以下のインドネシア，フィリピン，タイ，台湾，韓国という
3 グループに分かれていた。ところが1990年になると，①5,000億ドル
の日本，②1,000～1,600億ドルの香港，韓国，台湾，中国，シンガポール，
③600億ドル以下のマレーシア，タイ，インドネシア，フィリピンとい
う 3 グループに変わった。この間に，韓国，台湾が地位を上げ，マレー
シアが地位を下げたことになる。
表16　戦後東アジアのＧＤＰと輸出入規模の推移
日本 中国 韓国 台湾 香港 シンガポー ル タイ マレー シア インドネシア フィリピン
GDP
（百万ドル）
1960 44,471 59,184 3,849 1,750 1,516 706 2,549 2,233 … 6,948
1970 203,736 91,506 8,771 5,670 3,798 1,896 7,087 3,971 9,205 7,181
1980 1,067,934 301,508 62,626 41,394 28,496 11,718 32,354 24,488 72,483 32,446
1990 2,996,221 387,772 252,624 160,173 74,791 37,450 85,342 42,775 106,141 44,309
1 人当り
GDP
（ドル）
1960 477 89 155 157 459 433 97 275 … 253
1970 1,976 112 272 386 959 916 195 382 77 195
1980 9,146 307 1,643 2,325 5,624 4,862 693 1,787 491 675
1990 24,273 342 5,893 7,870 13,111 13,819 1,528 2,409 590 714
輸出入額
（百万ドル）
1960 8,546 3,810 376 518 1,927 2,469 861 2,097 1,415 1,267
1970 38,199 4,590 2,820 3,005 5,429 4,015 2,009 3,098 2,110 2,161
1980 270,335 38,140 39,804 39,544 43,211 43,343 15,719 23,714 32,743 13,424
1990 521,747 115,435 134,860 121,930 164,634 113,110 56,449 58,697 47,512 20,274
1 人当り
輸出入額
（ドル）
1960 92 6 15 46 583 1,514 33 258 … 46
1970 370 6 87 205 1,371 1,940 55 298 18 59
1980 2,315 39 1,044 2,221 8,528 17,984 337 1,731 222 279
1990 4,227 102 3,146 5,991 28,861 41,737 1,011 3,306 264 327
輸出入額
/GDP
（％）
1960 19.2 6.4 9.8 29.6 127.1 349.7 33.8 93.9 … 18.2
1970 18.7 5.0 32.2 53.0 142.9 211.8 28.3 78.0 22.9 30.1
1980 25.3 12.6 63.6 95.5 151.6 369.9 48.6 96.8 45.2 41.4
1990 17.4 29.8 53.4 76.1 220.1 302.0 66.1 137.2 44.8 45.8
出所：経済企画庁調査局編	［1999］。
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　そこで1960年から1990年に至る伸び率を比較してみると，①最も伸
びが顕著であった韓国359倍，台湾235倍，②中位の伸び率であった香港
85倍，タイ66倍，日本61倍，シンガポール46倍，③相対的に伸びが低
位であったインドネシア34倍，中国30倍，マレーシア28倍，フィリピン
16倍の 3 グループに分かれることがわかる。1960年から1990年に至る
工業化，工業品貿易の進展度がこうした分岐の基本的要因であったと思
われる。
　なお，人口規模を考慮して，1990年における 1 人当たり輸出入額を算
出してみると，① 3 ～ 4 万ドルのシンガポール，香港，②3,000～6,000
ドルの台湾，日本，マレーシア，韓国，③1,000ドル以下のタイ，フィ
リピン，インドネシア，中国の 3 グループに分けられる。
　総じて，この30年間の東アジア経済圏貿易においては韓国，台湾，香
港，シンガポールというアジア NIES の躍進が目立っていたといってよ
いであろう。
（2）貿易相手国の米日依存
　次に，各国・地域別に輸出入の相手国別構成をみていく。まず日本に
ついては以下の 3 点を指摘できる（表17）。第一に，輸出入における米
国依存度の高さである。輸出では1950年代から20％台を維持し，80年
代後半には30％を超えた。ただし輸入では70年代前半までは20％台であ
ったのが，70年代後半以降は10％台に低下している。第二に，東アジア
比率（表17の東アジアと東南アジア）は，輸出では20％台，輸入では10
％台で，米国比率より低く，80年代後半に輸入が20％台に上昇し，米国
を上回ることになった。
　第三に，東アジアの国・地域別内訳をみると，1970年代後半から，輸
出では韓国，中国，台湾，輸入ではインドネシアが比率を上げている。
全体として対米依存が強いなかで，1970年代後半から東アジア比率が上
昇をみせているといえる。
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　急成長を遂げた韓国と台湾については，以下の 3 点を指摘できよう（表
18）。第一に，韓国，台湾とも輸出入の対米日依存度は合わせておおむ
ね50％以上の高さを記録している。ただし，そのピークは1970年（韓国
輸出75.1％，輸入70.0％，台湾輸入64.4％）であって，以後は徐々に低
下し，相手地域の多角化が進んでいく。第二に，日米を比較すると，韓国，
台湾とも1965年を境にして輸出は日本から米国へ，輸入は米国から日本
へと第 1 位国がシフトする傾向を示している。日本から資本財，部品を
輸入して加工・組み立てを行い，最終製品を米国に輸出する流れが形成
されたことがうかがえる。第三に，貿易収支をみると，韓国，台湾とも
表1７　戦後日本の輸出入の国別構成
（単位：百万ドル，％）
総額 米国
東アジア 東南アジア
小計 中国 韓国 台湾 香港 小計
シンガ
ポー ル
タイ
マレー
シア
インド
ネシア
フィリ
ピン
【輸出】
1950 820 22.3 20.1 7.1 2.2 4.3 6.5 23.8 2.4 5.2 1.6 12.4 2.2
1955 2,011 22.7 11.0 1.4 2.0 3.2 4.4 14.4 2.9 3.1 0.7 5.1 2.6
1960 4,055 27.2 8.9 0.1 2.5 2.5 3.8 12.3 2.1 2.9 0.8 2.7 3.8
1965 8,452 29.3 11.0 2.9 2.1 2.6 3.4 11.1 2.4 2.6 0.9 2.4 2.8
1970 19,318 30.7 14.3 2.9 4.2 3.6 3.6 9.9 2.2 2.3 0.9 2.2 2.3
1975 55,754 20.0 13.8 4.0 4.0 3.3 2.5 10.6 2.7 1.7 1.1 3.3 1.8
1980 129,542 24.1 15.7 3.9 4.1 4.0 3.7 10.1 3.0 1.5 1.6 2.7 1.3
1985 175,594 37.1 17.7 7.1 4.0 2.9 3.7 6.3 2.2 1.2 1.2 1.2 0.5
1990 286,945 31.4 18.2 2.1 6.1 5.4 4.6 11.4 3.7 3.2 1.9 1.7 0.9
【輸入】
1950 974 34.7 7.9 3.6 1.1 3.1 0.1 8.1 0.0 4.1 1.2 0.7 2.1
1955 2,471 28.0 6.4 2.9 0.4 2.9 0.2 10.2 0.7 2.4 1.5 2.2 3.4
1960 4,491 32.0 2.4 0.4 0.4 1.2 0.4 11.5 0.3 1.3 5.7 1.1 3.1
1965 8,169 26.2 5.2 2.6 0.5 1.7 0.4 8.9 0.4 1.3 3.0 1.5 2.7
1970 18,881 27.1 4.0 1.2 1.1 1.2 0.5 7.5 0.4 0.9 1.7 2.3 2.2
1975 57,863 18.8 6.3 2.5 2.1 1.3 0.4 10.6 0.7 1.0 1.9 5.6 1.4
1980 139,892 16.8 7.1 3.0 2.1 1.6 0.4 13.0 1.0 0.7 1.9 8.3 1.1
1985 127,512 18.6 10.7 4.5 3.1 2.5 0.6 12.2 1.2 0.7 2.7 6.9 0.7
1990 230,253 19.8 12.5 3.4 4.9 3.3 0.9 10.1 1.5 1.7 1.4 4.8 0.7
出所：高中公男	［2000］215-20頁。
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対日収支は一貫して赤字，対米収支は赤字から黒字に転換，収支全体で
は韓国は赤字基調，台湾は黒字転換となっている。
　東南アジアの対米・対日比率は表19のとおりである。第一に，輸出で
はフィリピンの対米日，インドネシアの対日比率の高さが目立つ。他の
国も米日合わせるとおおむね20％以上となる。そのなかで，シンガポー
ルとフィリピンは一貫して対米比率が対日比率を上回り，インドネシア，
タイ，マレーシアは対日比率が対米比率をおおむね上回っている。第二
に，輸入ではフィリピンの対米日，インドネシア，タイの対日比率の高
さが目立っている。他の国も米日合わせるとおおむね30％以上であって，
表18　戦後韓国・台湾の輸出入の地域別構成
（単位：百万ドル，％）
輸出 輸入 貿易収支
総額
米国
（%）
日本
（%）
総額
米国
（%）
日本
（%）
総額 米国 日本
【韓国】
1950 23 0.9 31.4 54 … 19.6 -31 … -3
1955 18 38.9 38.9 339 25.7 4.3 -321 -80 -7
1960 32 11.5 61.8 329 18.8 15.0 -297 -58 -30
1965 175 35.2 25.7 450 39.6 35.6 -275 -116 -115
1970 835 46.8 28.3 1,983 29.1 40.9 -1,148 -187 -575
1975 5,081 30.3 25.4 7,271 25.8 33.4 -2,190 -339 -1,139
1980 17,489 26.4 17.3 22,243 22.0 26.2 -4,754 -258 -2,806
1985 30,283 35.6 15.0 31,136 19.7 23.6 -853 4,663 -2,812
1990 65,016 29.9 19.4 69,840 22.7 24.6 -4,824 3,571 -4,576
【台湾】
1950 73 1.3 11.3 90 3.5 22.4 -17 -2 -13
1955 123 3.4 45.8 201 28.3 25.2 -78 -53 -44
1960 164 10.7 35.0 297 26.5 30.8 -133 -61 -72
1965 450 19.4 29.7 556 28.9 35.7 -106 -73 -153
1970 1,481 32.6 14.0 1,524 23.1 41.3 -43 131 -394
1975 5,309 34.2 13.0 5,952 27.0 28.7 -643 207 -418
1980 19,811 34.1 11.0 19,733 23.2 26.4 77 2,183 -2,174
1985 30,726 45.9 10.9 20,102 21.8 26.1 10,624 9,734 -708
1990 67,214 32.3 12.4 54,275 21.7 27.2 12,940 9,936 -2,129
出所：高中公男	［2000］275-80，311-16頁。
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輸出よりも依存度が高いといえる。そのなかで，フィリピンは対米比率
が対日比率を上回るが，他の 4 カ国は対日比率が対米比率をだいたいに
おいて上回っている。韓国，台湾ほど明確ではないが，日本から輸入し，
米国へ輸出する流れが部分的に形成されていると推測される。
　以上，戦後東アジアの貿易構造は，米日が 2 極を構成して1970年代以
降貿易規模が拡大していくなかで，日本⇒米国と並行して日本⇒東アジ
ア⇒米国という構図が形成されていったと考えられる。
（3）工業品貿易の増大
　貿易規模拡大が顕著であった韓国，台湾の輸出入品目をみると，工業
品，特に機械類の増加傾向が明確に現れていた。表20によれば，韓国・
台湾の機械類輸出は1970年代以降急速に伸びていることがわかる。また
機械類輸入は韓国・台湾とも一貫して高い比率を占めていた。
　台湾の主要輸出品目は，1960年砂糖37％，1970年衣類15％，電気機
器14％，1980年電気機器17％，衣類12％，1990年電気機器27％と推移
表19　戦後東南アジアの対米・対日貿易比率
（単位：％）
シンガポール タイ マレーシア インドネシア フィリピン
米国 日本 米国 日本 米国 日本 米国 日本 米国 日本
【輸出】
1950 4.4 0.2 7.2 1.5 19.7 2.3 16.6 1.4 73.4 6.6
1960 1.7 1.1 13.9 17.6 8.2 15.2 25.7 7.6 48.0 23.0
1970 11.1 8.0 13.4 25.5 13.0 18.3 14.0 33.3 41.7 39.8
1980 12.7 8.1 12.7 15.1 16.4 22.8 19.6 49.3 27.5 26.6
1990 21.3 8.7 22.7 17.2 16.9 15.8 13.1 42.5 37.9 19.8
【輸入】
1950 2.7 2.6 11.0 5.5 1.5 1.8 15.6 9.6 42.2 3.4
1960 3.3 6.8 13.0 23.8 3.9 6.7 11.7 12.8 31.8 23.4
1970 10.6 19.2 14.8 37.6 8.5 17.5 17.6 29.4 28.6 30.2
1980 14.0 21.5 16.5 20.4 15.1 22.9 13.0 31.5 23.2 19.6
1990 15.0 18.7 10.0 27.8 15.7 22.3 10.6 22.1 17.8 16.6
出所：高中公男	［2000］203-304頁。
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しており，砂糖・果実⇒繊維・衣類⇒電気機器という変遷が生じてい
た25。機械類は輸出入ともに大きな比率を占めることになったが，1982
年に輸出が輸入を上回る水準に達している。韓国の場合も同様の傾向が
うかがえるが，台湾のような選択的方式でなく全般的な重化学工業化を
推進したため，機械類貿易は輸入超過が継続していた。
　表21によって，日本・韓国・台湾の間の工業品貿易の流れをまとめて
おこう。第一に，工業品輸出入規模は日本が一貫して最大であり，韓国
と台湾を比較すると，輸出では台湾が多かったが1980年代には肩を並べ，
輸入では韓国が台湾を上回っていた。第二に，韓国・台湾とも輸入の対
日比率はきわめて高いが，傾向的には低下している。輸出の対日比率は
韓国が15％前後で台湾より高くなっていた。第三に，日本からみた韓国・
台湾比率は，輸出では1960年 5 ％から1990年11％へと上昇，輸入では
0.3％から15％へと大幅に増大した。第四に，韓国と台湾の間の工業品
貿易は低い水準が続いている。以上により，韓国・台湾の工業化の進展
25	文大宇	［2002］296～303頁。
表20　戦後韓国・台湾の輸出入の商品構成
（単位：％）
輸　　出 輸　　入
化　学
製　品
原料別
製　品
機械類 雑製品 合　計
化　学
製　品
原料別
製　品
機械類 雑製品 合　計
【韓国】
1960 1.2 12.0 0.3 0.3 13.8 21.7 13.4 11.4 1.7 48.2
1970 1.4 26.1 7.3 41.5 76.3 8.3 15.4 29.7 2.4 55.8
1980 4.3 35.7 20.3 29.7 90.0 8.1 11.0 22.5 3.0 44.6
1990 3.8 22.3 39.3 28.3 93.7 10.4 15.5 34.3 5.7 65.9
【台湾】
1960 4.9 17.7 0.6 0.6 23.8 16.8 14.1 27.3 3.0 61.2
1970 2.4 29.4 16.7 28.3 76.8 10.1 16.4 35.0 3.6 65.1
1980 2.5 23.0 24.7 38.0 88.2 9.4 12.2 27.9 4.2 53.7
1990 4.2 21.3 39.1 28.9 93.5 12.6 15.4 37.0 5.8 70.8
出所：金昌男・文大宇	［2006］322-23頁，文大宇	［2002］296-303頁。
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表21　戦後東アジアの工業製品貿易マトリクス
（単位：千ドル，％）
1960年 日　本 韓　国 台　湾 世界計
日　本
－ － 88,645 2.5 90,179 2.5 3,615,404 100.0
－ 40.5 70.7 4.9
韓　国
637 14.5 － － 40 0.9 4,382 100.0
0.1 － 0.0 0.0
台　湾
1,336 3.4 542 1.4 － － 38,996 100.0
0.2 0.2 － 0.1
世界計
844,485 1.1 218,989 0.3 127,586 0.2 73,769,842 100.0
100.0 100.0 100.0 100.0
1970年 日　本 韓　国 台　湾 世界計
日　本
－ － 647,867 3.6 639,059 3.5 18,127,096 100.0
－ 58.8 67.0 8.1
韓　国
109,057 16.9 － － 1,897 0.3 646,264 100.0
2.2 － 0.2 0.3
台　湾
75,159 6.9 2,516 0.2 － － 1,095,785 100.0
1.5 0.2 － 0.5
世界計
4,885,484 2.2 1,101,446 0.5 954,487 0.4 222,476,325 100.0
100.0 100.0 100.0 100.0
1980年 日　本 韓　国 台　湾 世界計
日　本
－ － 4,850,579 3.9 4,827,204 3.9 124,501,486 100.0
－ 46.4 55.6 9.2
韓　国
2,179,736 13.8 － － 160,590 1.0 15,752,462 100.0
7.7 － 1.8 1.2
台　湾
1,258,015 8.7 102,275 0.7 － － 17,471,332 100.0
4.4 1.0 － 1.3
世界計
28,391,709 2.1 10,464,287 0.8 8,683,665 0.6 1,351,942,544 100.0
100.0 100.0 100.0 100.0
1990年 日　本 韓　国 台　湾 世界計
日　本
－ － 16,109,018 5.8 14,414,414 5.2 277,325,313 100.0
－ 37.0 41.3 10.0
韓　国
10,263,316 16.8 － － 1,082,974 1.8 60,971,318 100.0
9.5 － 3.1 2.2
台　湾
5,863,716 9.3 1,060,399 1.7 － － 62,883,464 100.0
5.5 2.4 － 2.3
世界計
107,587,609 3.9 43,569,593 1.6 34,910,087 1.3 2,785,054,900 100.0
100.0 100.0 100.0 100.0
出所：高中公男	［2000］520-39頁。
注　：輸出統計に基づき，横方向が輸出，縦方向が輸入，それぞれ金額と構成比を示す。
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によって，日本を極とする東アジアの工業品貿易のネットワークが拡大
したとみることができる。
2 　資本輸出の活発化
（1）日本の資本輸出の拡大
　戦後東アジアにおける資本移動は，日本・米国からの資本輸出が基調
となり，NIES，ASEAN，そして中国の経済成長を促進していった。日
本の東アジア向け資本輸出は1950年代半ばに開始された賠償が呼び水と
なり，1960年代後半から段階的に増加していく26。資本輸出の形態とし
ては，証券投資は皆無に近く，ODA（賠償を含む），OOF（輸銀の輸出
金融等，ODA 以外の政府資金），PF（民間直接投資等）に 3 分されていた。
開発途上国全体への資本輸出規模と内訳をみると，1970年は総額18.2億
ドル（ODA25.1％，OOF38.0％，PF36.8％）であったのが，1980年に
は総額67.7億ドル（ODA48.8％，OOF21.8％，PF29.3％）へと拡大した。
主な投下分野は，ODA は交通・通信，電力等のインフラ建設，OOF は
プラント輸出，PF は製造業投資となっていた。
（2）東アジアの ODA 受入れ
　日本の ODA の中核である円借款について， 5 年単位で国別承諾状況
をまとめたものが表22である。東アジア 8 カ国・地域が全体に占める比
率を計算すると，1966～70年は件数95.1％，金額96.1％，1971～75年は
件数83.5％，金額71.1％，1976～80年は件数60.8％，金額56.7％，1981
～85年は件数57.1％，金額56.4％，1986～90年は件数56.9％，金額56.6
％，1966～90年合計では，件数64.2％，金額58.3％であった。1960年代
後半から1980年代にかけて，全体の件数，金額が伸びていくなかで，東
アジア向けが比率を下げながらも一貫して大きな割合を占めていたとい
える。
26	大蔵省財政史室編	［1999］571頁。
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表22　円借款の国別承諾状況
（単位：件，百万円）
1966-70 1971-75 1976-80 1981-85 1986-90 1966-90合計
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
中　国 0 0 0 0 12 106,000 29 380,600 61 546,824 102 1,033,424
韓　国 25 40,855 13 120,771 13 106,500 20 149,000 21 179,119 92 596,245
台　湾 5 12,492 0 0 0 0 0 0 0 0 5 12,492
シンガポール 1 392 1 789 0 0 0 0 0 0 2 1,181
タ　イ 5 6,907 12 48,807 30 169,990 52 302,585 43 270,506 142 798,795
マレ シーア 1 692 7 26,808 16 75,189 16 162,397 11 150,705 51 415,791
インドネシア 40 84,846 159 292,272 102 443,708 79 376,064 69 725,618 449 1,922,508
フィリピン 0 0 16 80,589 36 126,410 28 192,550 55 439,629 135 839,178
世界計 81 151,780 249 803,604 344 1,814,074 392 2,773,877 457 4,087,660 1,523 9,630,995
出所：国際協力銀行編	［2003］370-80頁。
注　：計数はいずれも 5 ヵ年合計。
表23　戦後東アジアの ODA 導入
（単位：百万ドル）
1968-70 1971-75 1977-80 1981-85 1986-90
米　国 592 617 154 -80 -118
韓　国 日　本 330 649 281 289 97
総　額 1,035 1,349 525 324 90
米　国 29 -2 -17 -30 -25
台　湾 日　本 101 4 -9 -3 …
総　額 160 3 -19 -15 10
米　国 139 111 40 81 137
タ　イ 日　本 49 107 525 1,129 1,830
総　額 246 290 1,133 1,628 2,729
米　国 27 16 2 3 -2
マレーシア 日　本 36 140 218 603 791
総　額 117 259 322 869 1,215
米　国 337 716 377 357 166
インドネシア 日　本 192 903 805 1,159 3,866
総　額 769 2,448 2,017 3,221 6,471
米　国 83 250 257 376 1,158
フィリピン 日　本 154 382 281 893 2,403
総　額 308 721 684 1,624 4,186
出所：通産省編『経済協力の現状と問題点』各年版，海外経済協力基金編『海外経済
協力便覧』各年版。
注 1 ）ネット実行ベース。
　 2 ）計数は 5 ヵ年（または表示年）合計。
　 3 ）台湾の1971-75年は71-72年，1977-80年は79-80年のみ。
　 4 ）インドネシアの1968-70年は69-70年，1977-80年は78-80年のみ。
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　国別にみていくと，インドネシア向けがつねに最大であり，それに続
くのは1960年後半は韓国，台湾，1970年代はタイ，フィリピン，1980
年代はそれに中国が加わることになった。日本を中心国として，韓国・
台湾，ASEAN，そして中国という序列で，同心円型に東アジア経済圏
を再構築していく政治的手段であったと認められる。
　東アジアの ODA 受入れの視点からみると，1950～60年代は米国が主
導し，1970年代以降は日本が主たる供給国の位置を占めたといえる（表
23）。国・地域別では，台湾は1960年代，韓国は1970年代をもって基本
的に受入れを終了する一方，東南アジアは受入れを増大させる趨勢にあ
ったことがわかる。
　こうした ODA はインフラ整備に投下され，工業化，外資導入の基盤
づくりの意味をもち，戦後東アジアの経済成長にとって不可欠の要件で
あったと考えられる。
（3）民間直接投資の増大
　戦後日本の民間直接投資の長期的動向をみると，1970年代前半，1980
年代後半に急増している（表24）。いずれも円高が進行した時期であり，
輸出から海外生産へとシフトする動きを表していると考えられる。東
アジアの国・地域別内訳をみると，全体として増加傾向が続くなかで，
1960年代は件数で台湾，香港，金額でインドネシア，台湾，タイ，1970
年代は件数で香港，シンガポール，金額でインドネシア，韓国，香港，
1980年代は件数で香港，タイ，金額でインドネシア，香港が上位を占め
ていた。
　こうした動きの内容を把握するには，直接投資の業種別内訳をみる必
要があるが，表25は1972年度末までの類型件数・金額を集計したもので
ある。この時点までの東アジア投資の主要業種は，件数では繊維（台湾，
タイ，韓国），電機（台湾，韓国），商業（香港，タイ）など，金額では
鉱業（インドネシア，フィリピン），繊維（韓国，インドネシア，タイ），
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電機（台湾，韓国）などであった。
　東アジアの直接投資受入れ国・地域の側からみるとどうか。表26によ
れば，台湾・韓国とも米日両国が中心的投資国の地位を占めているが，
台湾は米国，在外華僑の比率が高く，日本は1980年代に地位をあげて
いく。それに対して韓国の場合は，1960年代は米国が中心であったが，
1970年代以降は日本が主たる投資国になっている。一方，東南アジアに
ついて表27からうかがってみると，米日依存度は台湾・韓国よりはやや
下がるものの，やはりかなりの比率を記録している。そのなかで，シン
表24　戦後日本の直接投資の国別推移（1951-1990）
【件数】 （単位：件）
1951-60 1961-65 1966-70 1971-75 1976-80 1981-85 1986-90
韓　国 － － 108 742 196 236 565
中　国 － － － 2 7 202 648
台　湾 20 46 353 274 369 391 947
香　港 41 73 145 661 742 742 1,338
シンガポール 21 29 54 320 631 720 784
タ　イ 45 70 121 258 241 318 1,412
マレーシア 17 37 65 299 185 336 570
インドネシア 4 7 67 485 433 405 492
フィリピン 13 4 55 233 231 88 226
アジア計 219 308 1,017 3,345 3,074 3,566 7,104
世界計 674 886 2,176 9,273 10,942 12,978 26,309
【金額】 （単位：百万ドル）
1951-60 1961-65 1966-70 1971-75 1976-80 1981-85 1986-90
韓　国 － － 33 555 549 546 2,456
中　国 － － － 0 26 261 2,535
台　湾 3 7 76 113 172 391 1,970
香　港 2 8 18 349 717 1,836 6,919
シンガポール 8 9 16 241 662 1,332 4,285
タイ 5 34 52 118 188 364 3,663
マレーシア 6 12 31 251 348 475 2,106
インドネシア 4 47 192 1,536 2,645 4,000 3,117
フィリピン 11 13 49 266 275 278 687
アジア計 49 139 563 3,467 5,612 9,634 28,056
世界計 228 527 2,628 12,365 20,554 47,152 227,157
出所：1965年度以前は大蔵省	［1973］，1966年度以後は JETRO データベース。
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表25　戦後日本の直接投資の国別業種別累計（19７2年度末）
【件数】 （単位：件）
繊　維 鉄・非鉄 電　機 製造業計 農林水産 鉱　業 商　業 金融保険 合　計
韓　国 43 46 68 357 8 7 3 4 406
台　湾 68 12 99 419 1 4 4 2 478
香　港 35 6 19 103 3 1 185 9 457
シンガポール 13 10 17 113 － － 33 6 223
タ　イ 48 19 13 173 2 20 55 11 331
マレーシア 6 5 16 95 18 23 9 3 181
インドネシア 25 15 4 95 45 6 6 4 186
フィリピン 6 5 7 31 26 18 10 2 113
アジア計 255 129 261 1,474 114 82 320 46 2,539
世界計 359 167 350 2,088 272 256 1,822 182 6,413
【金額】 （単位：千ドル）
繊　維 鉄・非鉄 電　機 製造業計 農林水産 鉱　業 商　業 金融保険 合　計
韓　国 94,661 25,482 30,353 192,527 339 871 297 987 206,700
台　湾 23,735 1,217 34,591 100,329 26 1,169 552 198 107,779
香　港 26,787 1,599 1,774 36,032 257 323 19,941 9,832 99,558
シンガポール 3,334 2,356 11,542 74,957 － － 2,803 3,415 89,929
タ　イ 52,160 9,095 2,548 100,557 2,380 3,928 9,371 2,271 129,139
マレーシア 1,928 8,661 10,612 50,771 1,829 18,582 846 194 75,508
インドネシア 82,994 12,142 2,995 131,724 54,385 205,116 3,233 60,535 472,774
フィリピン 4,314 5,925 1,946 14,322 14,990 51,324 725 678 87,960
アジア計 291,746 70,457 100,621 722,360 75,738 371,366 38,964 79,238 1,389,709
世界計 416,441 240,294 171,608 1,752,254 132,345 2,273,965 756,237 541,492 6,772,845
出所：大蔵省	［1973］。
表26　戦後台湾・韓国の直接投資導入
（単位：百万ドル，％）
台　湾 韓　国
総　額 在外華僑 米　国 日　本 総　額 米　国 日　本
1952-60 36 29.3 65.9 4.7 － － －
1961-65 99 32.5 55.6 8.2 32 61.7 1.6
1966-70 425 28.4 38.6 18.6 194 45.7 36.8
1971-75 846 29.2 27.0 15.0 841 15.8 71.9
1976-80 1,313 42.2 23.6 18.4 647 29.5 48.3
1981-85 2,441 8.6 38.5 27.6 1,566 32.9 49.5
1986-90 8,092 9.6 19.4 31.5 4,595 28.2 44.3
出所：文大宇	［2002］306，309頁，金昌男・文大宇	［2006］325頁。
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ガポールを除けば，米国から日本へ中心国がシフトする傾向がみてとれ
る。この傾向は韓国・台湾とも共通しており，さらに ODA の動きとも
符合している。
　なお，外資導入の産業別構成について台湾の事例をみるならば，電機・
電子が一貫して首位を占め，これに化学，機械などが続いている（表
28）。各国別に ODA，直接投資，貿易の相手国別・内容別構成をみてい
く必要があるが，それは今後の課題としておき，戦後東アジア経済圏の
特徴を次に概括してみよう。
表2７　戦後東南アジアの直接投資導入
（単位：％）
1971 1980 1990
米　国 34.1 29.5 32.7
シンガポール 日　本 6.9 15.8 31.5
英　国 20.8 16.3 10.8
米　国 20.0 12.4 11.6
タ　イ 日　本 41.5 33.4 35.4
台　湾 18.3 13.8 7.0
米　国 15.4 7.5 3.0
マレーシア 日　本 11.4 20.9 28.5
シンガポール 29.4 24.9 5.2
米　国 34.1 6.1 5.7
インドネシア 日　本 16.8 35.7 24.9
香　港 6.4 11.2 9.6
米　国 51.9 49.5 6.2
フィリピン 日　本 23.9 19.7 31.8
香　港 … 5.5 21.7
出所：日本貿易振興会編『海外市場白書』，『ジェトロ白書』投資編，
各年版。
注 1 ）投資残高または累計額。ただし，1990年のマレーシア，フィリ
ピンは単年。
　 2 ）シンガポール，1990年のマレーシアは製造業のみ，インドネシ
アは金融，石油・ガスを除く。
　 3 ）1980年のマレーシアは79年末，インドネシアは81年 6 月末。
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3 ．戦後東アジア経済圏の構造
　なぜ，日本の敗戦によって解体された東アジア経済圏が戦後に拡大さ
れた形で再構築されたのか。外的・国際的要因と内的・歴史的要因が考
えられる。外的・国際的要因とは，世界的な東西冷戦構造の形成であ
る。米国は，東アジアの経済発展を通じて西側反共陣営を強化する戦略
を立て，まず日本を復興させ，米日連携のもとでアジア太平洋経済圏の
形成を促進した。米国は，東アジアに対する資本輸出（1960年代までは
国家資本，それ以降は民間資本）および東アジアからの最終製品輸入に
おいて大きな役割を果たしていった。日本は，東アジアに対する資本輸
出（ODA，OOF，PF の組合せ）および工業品（資本財）輸出を通じて，
東アジアの工業化を推進する役割を担っていった。なお，実体経済面で
は日米の 2 極を設定できるが，通貨面では，戦前の円経済圏とは異なり，
戦後はドル経済圏である点が大きな違いとなった。戦後の東アジアでも
円経済圏構築の試みがなかったわけではないが，それらはほとんど成果
をあげられなかった27。
27	中條誠一	［2013］83～88頁。
表28　戦後台湾における対内直接投資の産業別構成
（単位：百万ドル，％）
1971-75	 1976-80 1981-85 1986-90
食品・飲料 5 0.8 10 1.3 66 3.0 459 6.3
繊　維 17 2.8 7 0.9 6 0.3 86 1.2
プラスチック 13 2.2 24 3.2 57 2.6 244 3.3
化　学 77 12.9 131 17.3 441 19.8 1,419 19.4
非金属鉱物 23 3.8 16 2.1 24 1.1 156 2.1
基礎金属 85 14.2 63 8.3 169 7.6 563 7.7
機　械 95 15.9 43 5.7 319 14.3 536 7.3
電機・電子 214 35.8 401 52.9 650 29.1 1,548 21.2
金融・保険 35 5.9 13 1.7 100 4.5 437 6.0
サービス 11 1.8 26 3.4 322 14.4 803 11.0
総　計 598 100.0 758 100.0 2,231 100.0 7,313 100.0
出所：文大宇	［2002］311頁。
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　他方，内的・歴史的要因としては，朝鮮・台湾における工業化の基盤
形成の実績をあげることができる。これはインフラなどのハード面か
ら，民族資本の形成，人的リソース（経営管理者，技能労働者等）の蓄
積，教育の普及など多方面に及ぶ。戦前期の基盤形成において，朝鮮・
台湾と東南アジアとでは格差が生じていたため，戦後の工業化において
も NIES と ASEAN との間の経済格差は継承された。その格差を埋める
べく，米日の東南アジア向け資本輸出（国家資本・民間資本）が推進さ
れたと考えられる。
　次に，戦後東アジア経済圏（実質的にはアジア太平洋経済圏）の統合
度について，戦前期と対比しつつ概括しておこう。第一に，日本からみ
た東アジア地域の割合は，輸出入では20％前後，ODA 供与は70％，民
間直接投資は20～30％程度であった。戦後日本資本主義は，北米，欧州
等の先進工業国から南米，アフリカ，中東等の発展途上地域に至るまで
多角的な経済関係を構築していったため，輸出入，直接投資の東アジア
比率は戦前ほどには高くならなかったが，国家資本輸出（ODA）の比率
は戦前に近い高さを記録した。東アジア経済圏の再形成に向けた対外経
済戦略をうかがうことができる28。
　第二に，東アジアからみた日本の割合は，輸出入では20～30％，
ODA 受入れは40～60％，民間直接投資受入れは20～40％であった。い
ずれの指標も，戦後における米国の関与の強化に影響され，戦前ほどの
高さに達していない。そのなかでは，ODA 受入れの比率が相対的には
高くなっていた。国家資本を通じた結合という点で，戦前の東アジア経
済圏と共通性をもっていたといってよいかもしれない。
　1980年代に日本の ODA・直接投資・貿易の三位一体型進出方式は一
つの完成型を迎えたといえる29。米国の場合は冷戦構造下，反共開発主
28	金子文夫［2006］。
29	1980年代後半，通産省は ODA，直接投資，貿易（輸入）が三位一体となった「New	
AID	Plan」（「新アジア工業化総合協力プラン」）を打ち出した（通産省	［1987］166
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義という政治的意図の濃厚な ODA 供与がなされていくが，日本の場合
はより経済主義的な開発路線を打ち出していた。そのなかで，改革開放
政策に転じた中国が，東アジアの経済大国として復権し，1990年代以降，
東アジアの経済覇権を日本から奪っていく時代を迎えるのである30。
Ⅳ　小括―世界経済史における東アジア経済圏
　東アジア経済圏の戦前と戦後は，国際関係のうえで大きな違いがあり，
帝国主義体制から冷戦構造への転換がみられるが，経済実体面では一定
の連続性が認められる。
　第一に，経済成長率，輸出入などのマクロ経済指標において持続的な
拡大を検出できる。表29と表16とをつなげてみれば，戦前の日本・台湾・
朝鮮，戦後の日本・台湾・韓国等の GDE（GDP）が拡大を続けている
一端をうかがうことができる。輸出入規模も持続的に増大し， 1 人当た
り輸出入額も戦前・戦後を通じて増加を記録している。それでは，貿易
依存度（GDE（GDP）に対する輸出入額の比率）はどのように変化し
たのであろうか。日本の場合，戦前より戦後の方が低くなっており，戦
後日本は国内市場のウエイトが高まったことがわかる。台湾は戦前戦後
とも50％以上の高率，朝鮮（韓国）は戦前は1930年代，戦後は1970年
代以降に50％を越えており，高い貿易依存度という特徴を継続している
ということができる。こうした継続的な成長は，産業・貿易構造の持続
的高度化，農産物加工業⇒繊維工業⇒電機電子工業といった工業化の段
階的進展に裏付けられていたと考えられる。
　第二に，日本を軸とする資本輸出と貿易を組み合わせた経済開発方式
に連続性を見出すことができる。戦前期には，国家資本輸出が先行し，
民間直接投資と工業品（資本財）輸出がその後に続くという形で，帝国
経済圏が拡張していった。それを導いた論理として，円経済圏拡張を通
～170頁）。
30	金子文夫	［2013］121～134頁。
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じた日本資本主義の蓄積基盤の拡大を指摘できるが（資本の論理），そ
れと同時に，天皇制同化開発主義という帝国の論理が作動していたと
いうことができる。日本の天皇制同化主義を周辺東アジアに押し広げて
いく手段として開発主義が採用され，ハード面のインフラ整備，ソフト
面の教育，医療の普及など，いわゆる近代化が進行した。資本の論理と
帝国の論理の重なりのなかで，戦前日本の国家資本・民間資本・貿易の
三位一体型開発方式が展開されたといえよう。戦後日本の場合，米国の
表29　戦前東アジアの GDE と輸出入規模の推移
日　本 台　湾 朝　鮮
GDE
（百万円）
1903 2,720 123 …
1911 4,561 235 541
1920 15,994 705 1,747
1930 14,764 702 1,517
1938 26,490 1,196 2,973
1 人当り
GDE
（円）
1903 60 41 …
1911 91 70 35
1920 286 188 100
1930 229 150 75
1938 367 208 130
輸出入額
（百万円）
1903 739 43 …
1911 1,241 118 73
1920 5,909 388 446
1930 4,741 410 634
1938 10,875 823 1,936
1 人当り
輸出入額
（円）
1903 16 14 …
1911 25 35 5
1920 106 99 25
1930 74 87 31
1938 151 144 85
輸出入額
/GDE
（％）
1903 27.2 35.0 …
1911 27.2 50.2 13.5
1920 36.9 55.0 25.5
1930 32.1 58.4 41.8
1938 41.1 68.8 65.1
出所：溝口敏行・梅村又次編	［1988］228-37頁。
注　：価額は当年価格表示。
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帝国の論理に従属する形で日本独自の帝国の論理は後景に退き，資本の
論理に即した ODA・民間直接投資・貿易の三位一体方式が推進された。
それゆえ，戦前・戦後に共通して，日本の対東アジア経済進出における
国家資本の重要性を認めることができる。その意味で，戦前日本の植民
地への国家資本輸出は，戦後世界の ODA スキームの先取りとして，世
界経済史のうえで注目すべき意味をもっていたといえる。
　なお，世界経済史における東アジア経済圏については，GDP，工業生
産，輸出，工業品輸出，資本移動などの諸指標において，戦前期，戦後
期にそれぞれいかなるシェアをもっていたのかを確認していかなければ
ならないが，それらはいずれも今後の課題としておきたい。
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